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2009 年４月 28 日 

各 位 

会 社 名 横 河 電 機 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表取締役社長 海堀 周造 

コード番号 6841 東証第一部 

問い合せ先 広報・ＩＲ室長 市瀬 裕介 

ＴＥＬ 0422-52-5530 

 

 

当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の継続導入について 

 
当社は、平成 19 年６月 27 日開催の第 131 回定時株主総会において「当社株式の大量取得  

行為に関する対応策（買収防衛策）の導入の件」（以下「現プラン」といいます。）をご承認頂

き、買収防衛策を導入いたしました。現プランは平成 21 年６月 29 日開催予定の第 133 回定時

株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）終結の時をもって有効期間満了となることか

ら、その後の情勢変化、法令等の改正等を踏まえ、延長の是非も含めそのあり方について検討

してまいりました。その結果、平成 21 年４月 28 日開催の当社取締役会において、会社法施行

規則第 118 条第３号本文に定める「株式会社の支配に関する基本方針」を改めて決議するとと

もに、本定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、現プランを一部改訂したもの 

（以下、改訂された新しい買収防衛策を「本プラン」といいます。）を継続導入することを決定

いたしましたので、お知らせいたします。 

 

現プランからの主な改訂項目は以下のとおりです。 

 

①買収防衛策発動要件の変更 

 従業員、取引先等のステークホルダーは、企業価値の維持発展に不可欠であると当社   

取締役会は考えておりますが、過度にこのことを強調することは、結果として現経営陣の  

保身に繋がるおそれがあります。そこで、本プランにおいては、現プランにおいて規定され

ていた発動要件のうち「従業員、取引先の人的ネットワーク、全世界的なサービス網等の  

当社グループの有形無形の経営資源を破壊し、当社の企業価値・株主共同の利益に重大な  

悪影響をもたらすおそれのある買付け等」との要件を削除いたしました。 

 

②情報提供期間ルールの設定 

当社株式の大量取得行為を行う者による情報提供の迅速化を図るため、独立委員会が情報

提供を要請する場合、回答期限を設定することがある旨の記載を追加するとともに、情報  

提供期間に上限（原則 60 日間、最長 90 日間）を設ける旨の定めを追加しました。 

 

③独立委員会の取締役会に対する情報提供の要求期間及び独立委員会の検討期間に係る  

ルールの厳格化 

 現経営陣に対する情報提供の要求期間の長期化や独立委員会による検討期間の延長、判断

の繰延べ等は、市場を混乱させるだけでなく、経営の停滞を招く結果となります。そこで、

本プランにおいては、取締役会に対する情報提供の要求期間を最長 60 日、独立委員会によ

る検討期間を最長 60 日とし、一切延長、判断の繰延を認めないこととしました。これによ

り買収者による情報の提供が完了してから 120 日以内に、買収防衛策の発動、不発動の結論
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が出ることになります。 

 

④コーポレートガバナンス強化のため社外取締役の増員 

 経営判断の妥当性、客観性を確保し、コーポレートガバナンスを一層強化するため、   

現経営陣から独立した社外取締役を１名増員して３名とすることを本定時株主総会に提案す

る予定です。これにより、当社取締役会における社外取締役の比率を引き上げるとともに、

３名の社外取締役全員を本プランにおいて独立委員会のメンバーとすることにより、独立 

委員会の機能を強化する予定です。（独立委員会委員の氏名及び略歴については別紙３を  

ご参照下さい。） 

 

⑤投資業務経験者を独立委員会の委員に選任 

 独立委員会による検討、判断においては、機関投資家やファンドの実情を知ることが適切

な判断を下すうえで有益であると考え、本プランでは、独立委員会の委員に投資業務の経験

者を新たに加えることを予定しております。 

 

本プランの継続導入は社外取締役２名を含む取締役９名全員一致により決議され、社外  

監査役３名を含む監査役５名も本プランが適正に運用されることを条件として全員が賛成する

旨の意見を述べております。なお、本日(平成 21 年４月 28 日）現在当社株式の大規模買付の  

提案を受けている事実はありません。また、平成 21 年３月 31 日現在の当社の大株主の状況は、

別紙４「当社株式の保有状況の概要」のとおりです。 

 

 

１．会社の支配に関する基本方針 

当社グループは、公開会社である株式会社の支配権の移転を伴う提案についての判断は、  

最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。また、公開会社とし

て当社株式の自由な売買が認められている以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株

式を売却するか否かは、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものと考えております。 

 しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、会社や株主に対して、  

買付に係る提案内容や代替案を検討するための十分な時間や情報を与えないもの、買付目的や

買付後の経営方針等に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益に対する侵害をもたらすおそれ

のあるもの、株主に株式等の売却を事実上強要するおそれのあるもの、買付条件が当社の企業

価値・株主共同の利益に鑑み不十分又は不適当であるもの等、企業価値・株主共同の利益に  

資さないものも想定されます。 

 このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を 

支配する者として不適切であり、このような買付行為を抑止するための枠組みが必要であると

考えております。 

 

２．会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み 

①企業理念・長期経営構想 

当社グループは、企業理念を「YOKOGAWA は計測と制御と情報をテーマにより豊かな人間社会

の実現に貢献する YOKOGAWA 人は良き市民であり 勇気を持った開拓者であれ」と定め、産業

社会へのさらなる貢献を目指してまいりました。この理念のもとに、中長期的な視点から企業

活動を健全に継続し、企業価値を最大化することが企業としての使命であると考え、長期経営

構想 VISION-21＆ACTION-21 を掲げて、「健全で利益ある経営」の実現を目指しております。 
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 2006 年度からは 2010 年度を第２のマイルストーンとする取組みをスタートしております。

全世界の YOKOGAWA グループ“One Global YOKOGAWA”が、真に連結された経営で経営効率を   

飛躍的に向上させ、最高の技術“Leading Edge Technology”をもって、お客様の視点で課題   

解決“Customer Centric Solutions”することで、「健全で利益ある経営」を実現し、企業価値

の向上を図ってまいります。 

②コーポレートガバナンスの強化 

当社グループでは、健全で持続的な成長を確保し、株主の皆様をはじめとするステークホル

ダーからの社会的信頼に応えていくことを企業経営の基本的使命と位置づけており、    

「健全で利益ある経営」を実現するための重要施策として、コーポレートガバナンスの充実に

取り組んでいます。 

当社取締役会では、当社グループの事業に精通した取締役と、独立性の高い社外取締役によ

る審議を通して、意思決定の迅速性と透明性を高めております。また、社外監査役を含む監査

役による監査を通して、取締役の業務の適法性、効率性、意思決定プロセスの妥当性等を厳正

に監視・検証し、経営に対する監査機能の充実を図っております。 

当社グループでは、コンプライアンスの基本原則を『YOKOGAWA グループ企業行動規範』とし

て定めており、取締役が率先して企業倫理の遵守と浸透にあたっています。また、財務報告の

信頼性の確保及び意思決定の適正性の確保などを含めた『YOKOGAWA グループ内部統制システ

ム』を定めており、当社グループの業務が適正かつ効率的に実施されることを確保するための

内部統制システムとして整備しております。 

さらに、コンプライアンスを徹底するため、内部監査部署が年間計画に基づき内部監査を  

実施し、重要な事項について取締役会及び監査役に報告しております。 

 

３．本プラン継続導入の目的 

当社グループは、長期経営構想 VISION-21＆ACTION-21 を掲げ、「健全で利益ある経営」の  

実現を目指し、日々企業価値の向上に努めております。一方、現在の状況に目を向けると、   

当社グループの事業環境は、世界経済の急激な変化と資金調達環境の悪化が企業の設備投資を

大幅に抑制していることの影響をうけ、急速に厳しさを増しております。当社経営陣は、この

ような事業環境下において、持続的な発展により企業価値の増大を図るためには、事業ポート

フォリオの見直しによる事業構造の改革及びゼロベースからの変革の観点に立った経営効率の

向上、固定費の削減による損益分岐点の改善などによる企業体質の強化が必要であると認識し

ております。この認識のもと、当社は、2010 年度までの２年間を構造改革及び企業体質強化の

期間と位置づけ、この間に固定費削減と事業ポートフォリオ見直しに向けた諸施策を迅速かつ

徹底して実行することにより急激に変化する経営環境に対処するとともに、2011 年度以降の 

成長に向け利益体質への転換を図っていく所存です。当社経営陣は、この経営環境下において

これらの構造改革を確実に実行するために、この２年間は、会社の支配に関する基本方針   

に照らし、不適切な買収者による買付行為を抑止するための枠組みが必要であると考えており

ます。 
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４．当社株式の大量取得行為に関する対応策の内容 

（１）本プランの継続導入手続 

 本プランの継続導入については、その重要性に鑑み、改めて株主の皆様のご意見を広く反映

させることが適切であると判断いたしました。そこで、本プランの継続導入について、本定時

株主総会においてご審議頂き、ご承認をお願いするものであります。本プランの継続導入は、

本プランの継続導入に関する議案が、本定時株主総会に出席された株主の皆様の議決権の  

過半数の賛成を頂くことを条件といたします。 

 

（２）本プランの内容 

（Ａ）対象となる買付等 

 本プランは、下記①又は②に該当する当社の株券等に対する買付その他これに類似する行為

又はその提案 1 （以下併せて「買付等」といいます。）が行われる場合を適用対象とします。

本プランは、買付等を行う者又はその提案者（以下併せて「買付者等」といいます。）に対し、

事前に当該買付者等及び当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報 

収集・検討等を行う期間を確保し、また、株主の皆様に当社取締役会の計画や代替案等を提示

するなど、当該買付者等との交渉等を行う場合の手続を定めています。 

買付者等は本プランを遵守するものとします。 

記 

①当社が発行者である株券等 2 について、保有者 3 の株券等保有割合 4 が 20％以上となる買付

等 

②当社が発行者である株券等 5 について、公開買付け 6 に係る株券等の株券等所有割合 7 及び

その特別関係者 8 の株券等所有割合の合計が 20％以上となる公開買付け 

 

____________________________________________________________________________________ 

1  ｢提案｣には、第三者に対して買付等を勧誘する行為を含みます。 

2 金融商品取引法第27条の23第１項に定義されます。本書において別段の定めがない限り同じ

とします。 

3 金融商品取引法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます（当社取締役会が

これに該当すると認めた者を含みます。）。本書において同じとします。 

4 金融商品取引法第27条の23第４項に定義されます。本書において同じとします。 

5 金融商品取引法第27条の２第１項に定義されます。本②において同じとします。 

6 金融商品取引法第27条の２第６項に定義されます。本書において同じとします。 

7 金融商品取引法第27条の２第８項に定義されます。本書において同じとします。 

8 金融商品取引法第 27 条の２第７項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認め

た者を含みます。）。但し、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等

の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除きます。本書において同じ

とします。 
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（Ｂ）買付者等に求める情報提供等 

当社は、上記（Ａ）に定める買付等を行う買付者等に対し、当社取締役会が友好的買付けで

あると認めた場合を除き、当社の定める書式による、当該買付者等が買付等に際して本プラン

に定める手続を遵守する旨の誓約文書等を日本語で記載した書面（以下「買付説明書」といい

ます。）及び当社の定める書式による、下記の各号に定める買付者等の買付内容の検討に必要な

日本語で作成された情報（以下「本必要情報」といいます。）に関する質問書を速やかに送付し

ます。 

 買付者等には、買付等の実行に先立ち、原則として、買付説明書及び本必要情報を、買付者

等が当社からのこれらの送付資料を受領した日から起算して、10 営業日以内に当社取締役会宛

てに提出していただきます。なお、当社取締役会は買付説明書及び本必要情報を受領後速やか

に独立委員会に送付します。 

独立委員会は、買付者等から提出された買付説明書又は本必要情報が買付内容の検討を行う

のに必要な情報として不十分であると判断した場合には、買付者等から当初提供された買付 

説明書を受領した日から起算して、60 日を上限として独立委員会が指定する期間（以下「情報

提供期間」といいます。）内に、かかる検討を行うのに必要な情報として十分な本必要情報を  

追加的に提出することを、自ら又は当社取締役会を通じて、買付者等に対して要請できるもの

とし、かかる要求がなされた場合、買付者等はこれに従うものとします。但し、独立委員会は、

情報提供期間満了日においても、買付内容の検討を行うのに必要な情報が未だ不十分であると

判断する場合、必要に応じて更に 30 日を上限として情報提供期間を延長することができるもの

とします。 

 なお、独立委員会が買付者等に対して情報提供を要請する場合、その都度、必要に応じて  

回答期限を設定することがあります。 

独立委員会は、買付説明書又は本必要情報が買付内容の検討を行うのに必要な情報として 

不十分であると判断される場合であっても、情報提供期間が満了したとき（情報提供期間が  

延長された場合には延長された情報提供期間が満了したとき）は、その時点以降、買付者等に

対し追加的に情報提供を求めないものとします。 

独立委員会は、情報提供期間満了前であっても買付者等から提出された買付説明書及び  

本必要情報が買付内容の検討を行うのに必要十分な情報であると判断した場合又は情報提供  

期間が満了した場合（情報提供期間が延長された場合には延長された情報提供期間が満了した 

場合）、買付者等に情報提供が完了した旨の通知(以下｢情報提供完了通知｣といいます。)を発送 

するとともに、当社は、買付者等に情報提供完了通知を発送した旨を速やかに株主に対し情報

開示します。 

 

記 

①買付者等及びそのグループ（共同保有者 9 、特別関係者及び買付者等を被支配法人等 10 とす

る者の特別関係者）の詳細（名称、資本関係、財務内容、経営成績、過去の法令違反等の有無

及び内容、当該買付者等による買付等と同種の過去の取引の詳細等を含みます。） 11 

②買付等の目的、方法及び内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、関連する取引の

仕組み、買付等の方法の適法性、買付等の実現可能性に関する情報等を含みます。） 

③買付等の価額の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報

及び買付等に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジー効果の内容（そのうち他

の株主に対して分配されるシナジーの内容を含みます。）及びその算定根拠を含みます。） 

④買付等の資金の裏付け（買付等の資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、

調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 
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⑤買付等の後の当社グループの経営方針、事業計画、資本政策、配当政策及び資産運用方針 

⑥買付等の後における当社の株主、従業員、取引先、顧客その他の当社に係る利害関係者の  

処遇方針 

⑦当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策 

⑧その他当社取締役会又は独立委員会が合理的に必要と判断する情報 

 

___________________________________________________________________________________ 

 

9 金融商品取引法第 27 条の 23 第５項に規定される共同保有者をいい、同条第６項に基づき 

共同保有者とみなされる者を含みます。（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含み

ます。）。本書において同じとします。 

10  金融商品取引法施行令第９条第５項に定義されます。 

11  買付者等がファンドである場合には、各組合員その他の構成員について①に準じた情報を

含みます。 

 

 

 

（Ｃ）情報提供完了通知発送後の独立委員会による検討 

① 当社取締役会に対する情報提供の要求 

独立委員会は、情報提供完了通知の発送後、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上

という観点から買付説明書及び本必要情報の内容と当社取締役会の事業計画、当社取締役会に

よる企業評価等との比較検討を行うために、当社取締役会に対しても、適宜回答期限（買付者

等に情報提供完了通知を発送した日から 60 日を上限とします。）を定めた上、買付者等の買付

等の内容に対する意見及びその根拠資料、代替案その他独立委員会が適宜必要と認める情報・

資料等を提供するよう要求します。 

 

② 独立委員会による買付等の内容の検討 

独立委員会は、買付者等及び当社取締役会から提供された情報を受領してから最長 60 日間

（以下「独立委員会検討期間」といいます。）、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等と   

当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討等及び当社取締役会の提供する代替案

の検討を行います。 

独立委員会の判断が、当社の企業価値・株主共同の利益に資するようになされることを確保

するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザ

ー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家等）からの助言を得ることができる

ものとします。 

 

③ 情報開示 

当社は、買付者等が現れた事実、買付者等から買付説明書が提出された事実、独立委員会  

検討期間が開始した事実、当社取締役会が独立委員会に代替案を提示した事実及び本必要情報

その他の情報のうち独立委員会が適切と判断する事項について、独立委員会が適切と判断する

時点で株主の皆様に対する情報開示を行います。 
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（Ｄ）独立委員会における判断方法 

独立委員会は、買付者等が出現した場合において、以下のとおり当社取締役会に対する勧告

等の手続を行うものとします。 

① 独立委員会が本プランの発動を勧告する場合 

独立委員会は、買付者等による買付等が下記要件（以下「本プラン発動要件」といいます。）

のうち（ａ）の要件に該当する場合、又は上記検討の結果、買付者等による買付等が本プラン

発動要件のうち（ｂ）から(ｄ)のいずれか１つの要件に該当し、本プランに基づき新株予約権 

(その主な内容は下記（３）「本新株予約権の無償割当ての概要」において述べるものとし、  

以下、「本新株予約権」といいます。)の無償割当てを実施することが相当であると判断した  

場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨を勧告します。 

 なお、独立委員会は、買付者等による買付等が本プラン発動要件のうち（ｂ）から(ｄ)のい

ずれか１つの要件に該当し、本プランに基づく新株予約権の無償割当ての実施を相当であると

判断する場合でも、これについて株主総会の決議を得ることが相当であると判断するときは、

新株予約権の無償割当ての実施に関して事前に株主総会の承認を得るべき旨の留保を付すこと

ができるものとします。12 

また、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての実施の勧告をした後も、以下のいず

れかの事由に該当すると判断した場合には、行使期間開始日（下記（３）（Ｆ）において定義

されます。）までの間は、（無償割当ての効力発生前においては）本新株予約権の無償割当て

の中止又は（無償割当ての効力発生後においては）本新株予約権を無償にて取得する旨の新た

な勧告を行うことができるものとします。 

（イ）当該勧告後買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなくなった場合 

（ロ）当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等による買付等が下記

本プラン発動要件に定める要件のいずれにも該当しないか若しくは該当したときにおいても 

本新株予約権の無償割当てを実施すること、又は行使を認めることが相当ではない場合 

 

記 

（ａ）本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合 

（ｂ）以下に掲げる行為等により、当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をも

たらすおそれのある買付等である場合 

ⅰ 株券等を買い占め、その株券等について当社に対して高値で買取りを要求する行為 

ⅱ 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲の下

に買付者等の利益を実現する経営を行うような行為 

ⅲ 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為 

ⅳ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、

その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的な高配当による株価の急上昇の  

機会を狙って高値で売り抜ける行為 

（ｃ）強圧的二段階買付（最初の買付で当社の株券等の全部の買付を勧誘することなく、二段

階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株券等の買付を  

行うことをいいます。）等株主に株券等の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合 

（ｄ）買付け等の条件（対価の価額・種類、買付け等の時期・方法の適法性、買付け等の実現

可能性、経営方針・事業計画を含みます。）が中長期的な当社の企業価値との比較において不十

分又は不適当な買付け等である場合 

__________________________________________________________________________________ 

12 当社の現プランにおいては、買収防衛策の発動に際して株主総会の承認を得る場合が存す
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ることについて明示的に記載しておりませんでしたが、平成20年６月30日付で企業価値研究会

から公表された報告書（「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」）において、

買収提案が株主共同の利益を毀損するかという実質判断が必要となる場合には、株主の意思に

もとづくことが必要である旨指摘されたこと等も踏まえ、本プランにおいては独立委員会が 

本プランに基づく新株予約権の無償割当ての実施について株主総会の決議を得ることが相当で

あると判断する場合には、あらためて株主総会に付議する場合があることを明確に定めること

といたしました。 

 

 

② 独立委員会が本プランの不発動を勧告する場合 

独立委員会は、上記検討の結果、買付者等による買付等が上記（Ｄ）①の本プラン発動要件

に定める要件のいずれの要件にも該当しない又は該当しても本新株予約権の無償割当てを実施

することが相当でないと判断した場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当

てを実施すべきでない旨を勧告します。 

但し、独立委員会は、かかる勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、上記①の

要件を充足することとなった場合には、本新株予約権の無償割当ての実施の勧告を含む別個の

判断を行い、これを当社取締役会に勧告することができるものとします。 

 

③ 情報開示 

当社は、独立委員会が上記①から②に定める勧告等の決議をした場合その他独立委員会が 

適切と考える場合には、当該決議の概要その他独立委員会が適切と判断する事項について、  

当該決議に関しては当該決議後速やかに、独立委員会が適切と判断する事項については随時、

情報開示を行うものとします。 

 

（Ｅ）取締役会の決議 

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権無償割当ての実施又は

不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行うものとします。 

なお、独立委員会が本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行うに際して、当該

実施に関して事前に株主総会の承認を得るべき旨の留保を付した場合には、当社取締役会は、

実務上株主総会の開催が著しく困難な場合を除き、実務上可能な限り速やかに株主総会を招集

し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を付議するものとします。当社取締役会は、

当該株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案が可決された場合には、

本新株予約権の無償割当ての実施に関する決議を行い、当該株主総会において本新株予約権の

無償割当ての実施に関する議案が否決された場合には、本新株予約権の無償割当ての不実施に

関する決議を行うものとします。 

買付者等は、当社取締役会が本新株予約権無償割当ての実施又は不実施に関する決議を行う

までの間（上記の株主総会が開催される場合には、当該株主総会において本新株予約権の無償

割当ての実施に関する議案が可決又は否決されたことを受けて開催される当社取締役会が、 

本新株予約権無償割当ての実施又は不実施に関する決議を行うまでの間)、買付等を実行しては

ならないものとします。 

当社取締役会は、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施に関する決議を行った場合に

は、速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について情報開示を

行います。 

なお、当社取締役会は、必要に応じて買付者等と交渉を行うことができるものとし、本新株
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予約権無償割当ての決議後であっても、上記（Ｄ）①記載の（イ）又は（ロ）のいずれかの    

事由に該当する場合には、行使期間開始日（下記（３）（Ｆ）において定義されます。）まで

の間は、（無償割当ての効力発生前においては）本新株予約権の無償割当てを中止し又は  

（無償割当ての効力発生後においては）本新株予約権を無償にて取得することができるものと

します。 

 

 

（３）本新株予約権の無償割当ての概要 

本プランに基づき実施する予定の本新株予約権の無償割当ての概要は、以下のとおりです。

本新株予約権の無償割当ての詳細については、別紙１「本新株予約権の無償割当ての要項」  

をご参照下さい。 

（Ａ）本新株予約権の数 

本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下「本新株予約権無償割当て決議」と

いいます。）において当社取締役会が定める一定の日（以下「割当期日」といいます。）におけ

る当社の最終の発行済株式総数（但し、同時点において当社の有する当社株式の数を控除しま

す。）と同数の新株予約権を割り当てます。 

 

（Ｂ）割当対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主（以下「割当対象株主」

といいます。）に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権１個の割合で、本新株予約権

の無償割当てを実施します。 

 

（Ｃ）本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が定めます。 

 

（Ｄ）本新株予約権の目的である株式の数 

 本新株予約権１個当りの目的となる当社株式の数（以下「対象株式数」といいます。）は、   

１株とします。 

 

（Ｅ）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資

される財産の当社株式１株当りの価額は、金１円以上で当社株式1株の時価の50％相当額以下の

範囲内において当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において定める価額とします。 

なお、「時価」とは、本新株予約権無償割当て決議の日の前日から遡って 90 日間（取引が  

成立しない日を除きます。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の各日の終値の

平均値とし、１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 

（Ｆ）本新株予約権の行使期間 

 本新株予約権の行使期間は本新株予約権の無償割当ての効力発生日(但し、本新株予約権無償

割当て決議において当社取締役会が別途これに代わる日を定めた場合は当該日)を初日（以下、

かかる行使期間の初日を「行使期間開始日」といいます。）とし、１ヶ月間から３ヶ月間までの

範囲で本新株予約権無償割当て決議において別途定める期間とします。但し、下記（Ｉ）項の

とおり、当社による本新株予約権の取得がなされる場合、当該取得に係る本新株予約権の行使

期間については、当該取得日の前日までとします。また、行使期間の最終日が行使に際して  
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払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業日に当たるときは、その前営業日を最終日とします。 

（Ｇ）本新株予約権の行使の条件 

（ⅰ）特定大量保有者 13、（ⅱ）特定大量保有者の共同保有者、（ⅲ）特定大量買付者 14、

（ⅳ）特定大量買付者の特別関係者、若しくは（ⅴ）上記（ⅰ）乃至（ⅳ）に該当する者から

本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受け若しくは承継した者、又は、（ⅵ）

上記（ⅰ）乃至（ⅴ）に該当する者の関連者 15  (以下、（ⅰ）乃至（ⅵ）に該当する者を    

「非適格者」と総称します。)は、原則として、本新株予約権を行使することができません。 

また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされる非居住者

も、原則として本新株予約権を行使することができません（但し、非居住者の保有する本新株

予約権も、適用法令に従うことを条件として、下記（ｉ）②のとおり、当社による当社株式を

対価とする取得の対象となります。）。さらに、本新株予約権の行使条件を充足していること

等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約書を

提出しない者も、本新株予約権を行使することができません。 

なお、上記の詳細については、別紙１「本新株予約権の無償割当ての要項」をご参照下さい。 

__________________________________________________________________________________ 

13  原則として、当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保有割合が

20%以上である者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。但し、

その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しない

と当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定

める所定の者は、特定大量保有者に該当しないものとします。本書において同じとします。 

 

14  原則として、公開買付けによって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の２

第１項に定義されます。以下、本脚注において同じとします。）の買付け等（同法第27条の２

第１項に定義されます。以下、本脚注において同じとします。）を行う旨の公告を行った者で、

当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令第７

条第１項に定める場合を含みます。）に係る株券等の株券等所有割合がその者の特別関係者の

株券等所有割合と合計して20%以上となる者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を 

含みます。）をいいます。但し、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価

値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て 

決議において当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量買付者に該当しないものとしま

す。本書において同じとします。 

 

15  ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と

共同の支配下にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、又はその

者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」とは、   

他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３条第３

項に定義されます。）をいいます。 
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（Ｈ）本新株予約権の譲渡制限 

 本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。 

 

（Ｉ）当社による本新株予約権の取得 

① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得することが

適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定める日において、全ての

本新株予約権を無償で取得することができるものとします。 

② 当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が有する本新株予約権

のうち当該当社取締役会が別途定める日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換

えに、本新株予約権１個につき１株の当社株式を交付することができます。また、かかる取得

がなされた日より後に、本新株予約権を有する者のうち非適格者以外の者が存在すると当社 

取締役会が認める場合には、上記の取得がなされた日より後の当社取締役会が定める日におい

て、当該者の有する本新株予約権のうち、当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使の

ものを全て取得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき１株の当社株式を交付すること

ができるものとし、その後も同様とします。 

 

（４）本プランの有効期間 

本プランは、本定時株主総会において本プランの継続導入に関する議案について株主の皆様

のご承認をいただいた場合に正式に発効します。本プランの有効期間は、平成 23 年３月期に 

関する定時株主総会の終結の時までとします。 

 

（５）本プランの廃止及び変更 

 本プランについては、有効期間中であっても、①当社の株主総会において本プランに係る  

本新株予約権無償割当てに関する事項の決定を廃止する取締役会決議を行うべき旨の勧告決議

が行われた場合、又は②当社の株主総会で選任された取締役で構成される当社取締役会の判断

により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるも

のとします。従って、本プランは、株主の皆様のご意向に従ってこれを廃止することが可能で

す。 

また、本プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法その他

の法令若しくは証券取引所規則の変更又はこれらの解釈、運用の変更、又は税制、裁判例の  

変更により合理的に必要と認められる範囲に限り本プランを修正し、又は変更する場合があり

ます。 

当社は、本プランが廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更等の事実及び（変更の

場合には）変更等の内容について、情報開示を速やかに行います。 

 

５．本プランの合理性 

（１）買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の

利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を完全に充足していま

す。 

（２）株主意思を重視するものであること（サンセット条項） 

本プランは、上記４．（１）「本プランの継続導入手続」にて記載しましたとおり、本定時

株主総会における株主の皆様からのご承認をもって発効し、その有効期間は、上記４．（４）

「本プランの有効期間」に記載のとおり、平成23年３月期に関する定時株主総会の終結の時ま
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での２年間といたします。また、当社取締役の任期は１年となっておりますので、たとえ本プ

ランの有効期間中であっても、上記４．（５）「本プランの廃止及び変更」にて記載しました

とおり、本プランの有効期間の満了前であっても株主総会において本プランを廃止する旨の 

決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、本プランの消長には、

株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。 

（３）独立性の高い社外取締役等の判断の重視と情報開示 

当社は、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、本プランの発動及び廃止等の

運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置しております。 

独立委員会の委員は、当社社外取締役、社外監査役及び社外の有識者の中から選任されます。 

実際に当社株式に対して買付等がなされた場合には、上記４．（２）「本プランの内容」に

て記載しましたとおり、独立委員会が、本プランに基づく独立委員会規則に従い、当該買付等

が当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否か等について取締役会への勧告を行い、  

当社取締役会はその判断を最大限尊重して本新株予約権無償割当ての実施又は不実施等に関す

る会社法上の機関としての決議を行うこととします。独立委員会規則の概要については、別紙

２「独立委員会規則の概要」をご参照下さい。 

このように、独立委員会によって、取締役が恣意的に本プランの発動を行うことのないよう、

厳しく監視するとともに、独立委員会の判断の概要については株主の皆様に情報開示するもの

であり、当社の企業価値・株主共同の利益に資するべく本プランの透明な運営が行われる仕組

みが確保されています。 

（４）合理的な客観的要件の設定 

本プランは、上記４．（２）（Ｄ）「独立委員会における判断方法」にて記載しましたとお

り、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役

会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。 

（５）第三者専門家の意見の取得 

上記４．（２）（Ｃ）「情報提供完了通知発送後の独立委員会による検討」にて記載しまし

たとおり、買付者等が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナ

ンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家等を含みます。）

の助言を得ることができることとしています。これにより、独立委員会による判断の公正さ・

客観性がより強く担保される仕組みとしております。 

（６）デッドハンド型やスロー・ハンド型の買収防衛策でないこと 

上記４．（５）「本プランの廃止及び変更」にて記載しましたとおり、本プランは、当社の

株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも廃止することができるもの

とされており、新しい株主構成のもとで選任された取締役で構成される取締役会によって、  

本プランを廃止することが可能です。 

従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させて

もなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は、取締役任期を１年

とし、期差任期制を採用していないため、本プランはスロー・ハンド型（取締役の交替を一度

に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間がかかる買収防衛策）でもありま 

せん。 
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６．株主・投資家の皆様に与える影響 

（１）本プランの継続導入時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

本プランの継続導入時点においては、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、

株主及び投資家の皆様に直接具体的な影響が生じることはありません。 

 

（２）本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

当社取締役会が、本新株予約権無償割当て決議において別途定める割当期日における株主の

皆様に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権１個の割合で本新株予約権が無償にて

割り当てられます。仮に、株主の皆様が、権利行使期間内に、金銭の払込その他下記（４）（Ｂ）

において詳述する本新株予約権の行使に係る手続を経ない場合には、他の株主の皆様による 

本新株予約権の行使により、その保有する当社株式が希釈化することになります。 

但し、当社は、当社取締役会の決定により、下記（４）（Ｃ）に記載する手続により、非適格

者以外の株主の皆様から本新株予約権を取得しそれと引換えに当社株式を交付することがあり

ます。当社がかかる取得手続を取った場合には、非適格者以外の株主の皆様は、本新株予約権

の行使及び行使価額相当の金銭の払込の必要もなく、当社株式を受領することになり、保有す

る当社株式全体の希釈化は生じません。 

 

（３）本新株予約権の無償割当ての中止による影響 

本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において、当社が、本新株予約権

の無償割当てを中止し、又は無償割当てされた本新株予約権を無償取得する場合には、１株  

当たりの株式の価値の希釈化は全く生じませんので、１株当たりの株式の価値の希釈化が生じ

ることを前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性

があります。 

 

（４）本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続等 

（Ａ）割当期日における手続 

当社取締役会において、本新株予約権の無償割当てを実施することを決議した場合には、  

当社は、本新株予約権の無償割当てに係る割当期日を公告いたします。割当対象株主に、本新

株予約権が無償で割当てられます。なお、割当対象株主の皆様は、本新株予約権の無償割当て

の効力発生日において、当然に本新株予約権に係る新株予約権者となるため、申込の手続等は

不要です。 

 

（Ｂ）本新株予約権の行使の手続 

当社は、割当対象株主の皆様に対し、原則として、本新株予約権の当社所定の書式による  

行使請求書その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送付いたします。本新株予約権の 

無償割当て後、割当対象株主の皆様においては、行使期間内に、これらの必要書類を提出して

頂いた上で、原則として、本新株予約権１個当たり、金１円以上で当社株式１株の時価の 50％

相当額以下の範囲内において当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において定める価額

を払込取扱場所に払い込むことにより、１個の本新株予約権につき、１株の当社株式が発行さ

れることになります。 

 

（Ｃ）当社による本新株予約権取得の手続 

当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の手続に従い、

当社取締役会が別途定める日において、本新株予約権を取得します。また、本新株予約権の  
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取得と引換えに当社株式を株主の皆様に交付するときは、速やかにこれを交付いたします。  

なお、この場合、かかる株主の皆様には、別途、ご自身が非適格者でないこと等についての   

表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式をご提出いただくことがあり

ます。 

 

以 上 
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別紙１ 

 

本新株予約権の無償割当ての要項 

 

１．本新株予約権の無償割当てに関する事項の決定 

（１）本新株予約権の内容及び数 

株主に割り当てる新株予約権（以下「本新株予約権という。）の内容は下記２．記載のとお

りとし、本新株予約権の数は、本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下「本新

株予約権無償割当て決議」という。）において当社取締役会が定める一定の日（以下「割当期

日」という。）における当社の最終の発行済株式総数（但し、同時点において当社の有する   

当社株式の数を控除する。）に相当する数とする。 

 

（２）割当対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された株主に対し、その保有する株式（但し、

同時点において当社の有する当社株式を除く。）１株につき本新株予約権１個の割合で、   

本新株予約権の無償割当てを実施する。 

 

（３）本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日とする。 

 

２．本新株予約権の内容 

（１）本新株予約権の目的である株式の数 

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「対象株式数」という。）は、１株と

する。 

 

（２）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

１）本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使価額(下記２）

に定義される。）に対象株式数を乗じた価額とする。 

２）本新株予約権の行使に際して出資される財産の当社株式１株当たりの価額（以下「行使価

額」という。）は金１円以上で当社株式１株の時価の50％相当額以下の範囲内において、当社

取締役会が本新株予約権無償割当て決議において定める金額とする。なお、「時価」とは、   

本新株予約権無償割当て決議の前日から遡って90日間（取引が成立しない日を除く。）の東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引の各日の終値の平均値とし、１円未満の端数は 

切り上げるものとする。 

 

（３）本新株予約権の行使期間 

本新株予約権の無償割当ての効力発生日（但し、当社取締役会がこれに代わる日を定めたと

きは当該日）を初日とし、１ヶ月間から３ヶ月間までの範囲で本新株予約権無償割当て決議に

おいて当社取締役会が定める期間とする。但し、（７）項の規定に基づき、当社による本新株

予約権の取得がなされる場合、当該取得に係る本新株予約権の行使期間については当該取得日

の前日までとする。また、行使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込取扱場所

の休業日に当たるときは、その前営業日を最終日とする。 
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（４）本新株予約権の行使の条件 

１）（ⅰ）特定大量保有者、（ⅱ）特定大量保有者の共同保有者、（ⅲ）特定大量買付者、（ⅳ）

特定大量買付者の特別関係者、若しくは（ⅴ）上記（ⅰ）乃至（ⅳ）に該当する者から新株    

予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受け若しくは承継した者、又は、（ⅵ）上記（ⅰ）

乃至（ⅴ）に該当する者の関連者は、新株予約権を行使することができない。 

なお、上記に用いられる用語は次のとおり定義される。 

① 「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に

定義される。以下別段の定めがない限り同じ。）の保有者（同法第27条の23第３項に基づき   

保有者に含まれる者を含む。）で、当該株券等に係る株券等保有割合（同法第27条の23第４項

に定義される。）が20％以上である者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含む。）。

但し、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に  

反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会

が別途定める所定の者は、特定大量保有者に該当しないものとする。 

② 「共同保有者」とは、金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者を指し、  

同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含む（当社取締役会がこれらに該当すると 

認めた者を含む。） 

③ 「特定大量買付者」とは、公開買付け（金融商品取引法第27条の２第６項に定義される。）

によって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の２第１項に定義される。以下本

③において同じ。）の買付け等（同法第27条の２第１項に定義される。以下同じ。）を行う旨

の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるものとして金融

商品取引法施行令第７条第１項に定める場合を含む。）に係る株券等の株券等所有割合（同法

第27条の２第８項に定義される。以下同じ。）がその者の特別関係者の株券等所有割合と合計

して20％以上となる者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含む。）をいう。但し、

その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しない

と当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定

める所定の者は、特定大量買付者に該当しないものとする。 

④ 「特別関係者」とは、金融商品取引法第27条の２第７項に定義される（当社取締役会がこれ

に該当すると認めた者を含む。）。但し、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者

による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除く。 

⑤ ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共

同の支配下にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含む。）、又はその者と協

調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいう。「支配」とは、他の会社等の「財務

及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３条に定義される。）をいう。 

 

２） 上記１）にかかわらず、下記①乃至④の各号に該当する者は、特定大量保有者又は特定  

大量買付者に該当しないものとする。 

① 当社、当社の子会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第３項に  

定義される。）又は当社の関連会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８

条第５項に定義される。） 

② 当社を支配する意図がなく上記１）（ⅰ）の特定大量保有者に該当することになった者であ

る旨当社取締役会が認めた者であって、かつ、上記１）（ⅰ）の特定大量保有者に該当するこ

とになった後10日間（但し、当社取締役会はかかる期間を延長することができる。）以内にそ

の保有する当社の株券等を処分することにより上記１）（ⅰ）の特定大量保有者に該当しなく

なった者 
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③ 当社による自己株式の取得その他の理由により、自己の意思によることなく、上記１）（ⅰ）

の特定大量保有者に該当することになった者である旨当社取締役会が認めた者（但し、その後、

自己の意思により当社の株券等を新たに取得した場合を除く。） 

④ その者が当社の株券等を取得し保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反し

ないと当社取締役会が認めた者（上記１）（ⅰ）乃至（ⅵ）に該当すると当社取締役会が認め

た者についても、当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めること

ができ、また、一定の条件の下に当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役

会が認めた場合には、当該条件が満たされている場合に限る。） 

 

３）適用ある外国の法令上、当該法令の管轄地域に所在する者に新株予約権を行使させるに際

し、（ⅰ）所定の手続の履行若しくは（ⅱ）所定の条件（一定期間の行使禁止、所定の書類の

提出等を含む。）の充足、又は（ⅲ）その双方（以下「準拠法行使手続・条件」と総称する。）

が必要とされる場合には、当該管轄地域に所在する者は、当該準拠法行使手続・条件が全て  

履行又は充足されたと当社取締役会が認めた場合に限り新株予約権を行使することができ、 

これが充足されたと当社取締役会が認めない場合には、新株予約権を行使することができない。

なお、当該管轄地域に所在する者に新株予約権を行使させるに際し当社が履行又は充足するこ

とが必要とされる準拠法行使手続・条件については、当社取締役会としてこれを履行又は充足

する義務は負わない。また、当該管轄地域に所在する者に新株予約権の行使をさせることが  

当該管轄地域における法令上認められない場合（以下「準拠法行使禁止事由」という。）には、

当該管轄地域に所在する者は、新株予約権を行使することができない。 

 

４）上記３）にかかわらず、米国に所在する者は、当社に対し、（ⅰ）自らが米国1933年証券

法ルール501（ａ）に定義する適格投資家であることを表明、保証し、かつ（ⅱ）その保有する

新株予約権の行使の結果取得する当社普通株式の転売は東京証券取引所における普通取引（但

し、事前の取決めに基づかず、かつ事前の勧誘を行わないものとする。）によってのみこれを

行うことを誓約した場合に限り、当該新株予約権を行使することができる。当社は、かかる場

合に限り、当該米国に所在する者が当該新株予約権を行使するために当社が履行又は充足する

ことが必要とされる米国1933年証券法レギュレーションＤ及び米国州法に係る準拠法行使手

続・条件を履行又は充足するものとする。なお、米国における法令の変更等の理由により、   

米国に所在する者が上記（ⅰ）及び（ⅱ）を充足しても米国証券法上適法に新株予約権の行使

を認めることができないと当社取締役会が認める場合には、米国に所在する者は、新株予約権

を行使することができない。 

 

５）新株予約権者は、当社に対し、自らが上記１）記載の（ⅰ）乃至（ⅵ）のいずれにも該当

せず、かつ、上記１）（ⅰ）乃至（ⅵ）に該当する者のために行使しようとしている者ではな

いこと、及び新株予約権の行使条件を充足していること等の表明・保証条項、補償条項その他

当社が定める事項を誓約する書面並びに法令等により必要とされる書面を提出した場合に限り、

新株予約権を行使することができるものとする。 

 

６）新株予約権を有する者が本（４）項の規定により、新株予約権を行使することができない

場合であっても、当社は、当該新株予約権を有する者に対して、損害賠償責任その他の責任を

一切負わないものとする。 
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（５）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により当社株式を発行する場合における増加する資本金は、本新株予約

権の行使に際して出資される財産の価額の全額とし、資本準備金は増加しないものとする。 

 

（６）本新株予約権の譲渡制限等 

１）本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要する。 

２）本新株予約権を譲渡しようとする者が日本国外に所在する者であって、上記（４）３）及

び４）の規定により本新株予約権を行使することができない者（上記（４）１）の規定により

本新株予約権を行使することができない者を除く。）であるときは、当社取締役会は、以下の

事由等を勘案して上記１）の承認をするか否かを決定する。 

① 当該管轄地域に所在する者による新株予約権の全部又は一部の譲渡による取得に関し、譲渡

人及び譲受人が作成し署名又は記名捺印した差入書（下記②乃至④に関する表明・保証条項、

補償条項その他当社が定める誓約事項を含む。）が提出されているか否か 

② 譲渡人及び譲受人が上記（４）１）の（ⅰ）乃至（ⅵ）のいずれにも該当しないことが明ら

かか否か 

③ 譲受人が当該管轄地域に所在しない者であり、かつ、当該管轄地域に所在する者のために 

譲受けしようとしている者ではないことが明らかか否か 

④ 譲受人が上記（４）１）の規定により新株予約権を行使することができない者のために   

譲受けしようとしている者でないことが明らかか否か 

 

（７）当社による本新株予約権の取得 

１）当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得することが

適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定める日において、本新株

予約権全部を無償で取得することができる。 

２）当社は、当社取締役会が別途定める日において、上記（４）１）の規定により新株予約権

を行使することができない者以外の者が有する本新株予約権のうち、当該当社取締役会が別途

定める日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき

１株の当社株式を交付することができる。 

また、かかる取得がなされた日より後に、本新株予約権を有する者のうちに上記（４）１）

の規定により新株予約権を行使することができない者以外の者が存在すると当社取締役会が 

認める場合には、上記の取得がなされた日より後の当社取締役会が別途定める日において、  

当該者の有する本新株予約権のうちその前日までに未行使のものがあれば、これを全て取得し、

これと引換えに、本新株予約権１個につき１株の当社株式を交付することができるものとし、

その後も同様とする。 

 

（８）合併、会社分割、株式交換、及び株式移転の場合の本新株予約権の交付及びその条件 

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める。 

 

（９）新株予約権証券の発行 

本新株予約権については新株予約権証券を発行しない。 

 

（10）法令の改正等による修正 

上記で引用する法令の規定は、平成21年４月16日現在施行されているものであり、同日以後、

法令の新設又は改廃により、上記各項に定める条項又は用語の意義等に修正を加える必要が 
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生じた場合には、当社取締役会において、当該新設又は改廃の趣旨を考慮の上、上記各項に  

定める条項又は用語の意義等を適宜合理的な範囲内で読み替えることができるものとする。 

 

以 上 
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別紙２ 

 

独立委員会規則の概要 

 

１． 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。 

２． 独立委員会の委員は、３名以上７名以内とする。 

３． 独立委員会の委員は、当社社外取締役若しくは当社社外監査役又は社外の有識者の中から

当社取締役会が選任する。 

４． 社外の有識者は、実績のある会社経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計

士若しくは経営学、会社法等を主たる研究対象とする者又はこれらに準ずる者でなければなら

ない。 

５． 社外の有識者は、その職務に関し、別途当社取締役会が指定する善管注意義務条項等を含

む契約を当社との間で締結した者でなければならない。 

６． 独立委員会の委員の任期は、平成23年３月期に関する定時株主総会終結のときまでとする。 

７． 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定内容を、その理由

を付して当社取締役会に勧告する。当社取締役会は、この独立委員会の勧告を最大限尊重して、

新株予約権無償割当ての実施又は不実施に関する会社法上の機関としての決議を行う。但し、

当社取締役会は、独立委員会の勧告に従い株主総会を招集した場合には、当該株主総会の決議

に従うものとする。なお、独立委員会の各委員及び当社各取締役は、この決定に当たっては、

専ら当社の企業価値・株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、自己

又は当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。 

① 本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施 

② 本新株予約権の無償割当ての中止又は本新株予約権の無償取得 

③ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問した事項 

 

上記に定めるところに加え、独立委員会は、以下の各号に記載される事項を行う。 

① 本プランの対象となる買付等への該当性の判断 

② 買付者等及び当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報及びその回答期限の決定 

③ 買付者等の買付等の内容の精査・検討及び買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する 

情報収集・比較検討等 

④ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・代替案の検討 

⑤ 本新株予約権の無償割当ての実施に関して株主総会の承認を得ることの要否の判断 

⑥ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項 

⑦ 当社取締役会が、別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項 

 

８． 当社は、買付者等に対し、当社取締役会が友好的買付けであると認めた場合を除き、当社

の定める書式による買付説明書及び本必要情報に関する質問書を、速やかに送付する。買付者

等は、買付等の実行に先立ち、原則として、買付説明書及び本必要情報を、買付者等が当社か

らのこれらの送付資料を受領した日から起算して、10営業日以内に当社取締役会宛てに提出す

る。なお、当社取締役会は、買付説明書及び本必要情報を受領後速やかに独立委員会に送付す

る。独立委員会は、提出された買付説明書及び本必要情報が買付内容の検討を行うのに必要な

情報として不十分であると判断した場合には、買付者等に対し、追加的に情報を提出するよう

求める。また、独立委員会は、情報提供完了通知の発送後、当社取締役会に対しても、所定の

期間内に、買付者等の買付等の内容に対する意見及びその根拠資料、代替案その他独立委員会



 21

が適宜必要と認める情報を提示するよう要求できる。独立委員会は、買付者等及び当社取締役

会からの情報を受領してから所定の期間内に、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等と  

当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討等及び当社取締役会の提供する代替案

の検討を行う。 

 

９． 独立委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、従業員その他独立   

委員会が必要と認める者の出席を要求し、独立委員会が求める事項に関する説明を求めること

ができる。 

10． 独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認

会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）からの助言を得ることができる。 

11． 各独立委員会の委員又は取締役会は、買付等がなされた場合その他合理的に必要と認めら

れる場合には、いつでも独立委員会を招集することができる。 

12． 独立委員会の決議は、独立委員会の委員の過半数が出席し、その議決権の過半数をもって

これを行う。 

 

以 上 
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別紙３ 

独立委員会委員の氏名及び略歴 

 

本プランの継続導入当初の独立委員会の委員は、以下の６名を予定しております。 

 

１．内藤 正久（ないとう まさひさ）（昭和 13 年２月 20 日生） 

   財団法人日本エネルギー経済研究所 理事長 

 

[略歴] 

昭和 36 年 ４月 通商産業省入省  

平成 ３年 ６月 同省大臣官房長  

平成 ５年 ６月 同省産業政策局長  

平成 10 年 ４月 伊藤忠商事（株）代表取締役副社長  

平成 12 年 １月 米国デュポン社 社外取締役  

平成 12 年 ４月 伊藤忠商事（株）取締役副会長  

平成 15 年 ６月 （財）日本エネルギー経済研究所理事長 ＜現在に至る＞ 

  横河電機（株）社外取締役 ＜現在に至る＞ 

平成 18 年 ６月 日本工営（株）社外取締役 ＜現在に至る＞ 

  エスペック（株）社外取締役 ＜現在に至る＞ 

 

内藤正久氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に規定される社外取締役候補者の要件を

満たす社外取締役であり、本定時株主総会で再任後、就任する予定です。なお、同氏と当社と

の間に特別の利害関係はありません。 

 

 

２．棚橋 康郎（たなはし やすろう）（昭和 16 年１月４日生） 

   新日鉄ソリューションズ株式会社 相談役 

 

[略歴] 

昭和 38 年 ４月 富士製鐵（株）（現 新日本製鐵（株）） 

入社 

 

平成 ７年 ６月 新日本製鐵(株) 取締役  

平成 ９年 ４月 同社 常務取締役  

平成 12 年 ４月 新日鉄情報通信システム（株） 

（現 新日鉄ソリューションズ（株）） 

代表取締役社長 

 

平成 15 年 ４月 同社 代表取締役会長 

 

 

平成 16 年 ６月 （株）インターネットイニシアティブ 

社外取締役 

＜現在に至る＞ 

 

平成 17 年 ６月 （株）村田製作所 社外取締役 ＜現在に至る＞ 

平成 19 年 ６月 新日鉄ソリューションズ（株）相談役 ＜現在に至る＞ 

平成 19 年 ６月 横河電機（株）社外取締役 ＜現在に至る＞ 
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棚橋康郎氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に規定される社外取締役候補者の要件を

満たす社外取締役であり、本定時株主総会で再任後、就任する予定です。なお、同氏と当社と

の間に特別の利害関係はありません。 

 

 

３．勝俣 宣夫（かつまた のぶお）（昭和 17 年 12 月５日生） 

   丸紅株式会社 取締役会長 

 

[略歴] 

昭和 41 年 ４月 丸紅飯田株式会社（現 丸紅株式会社） 

入社 

 

平成 ８年 ６月 丸紅株式会社 取締役  

平成 11 年 ４月 同社 代表取締役 常務取締役  

平成 13 年 ４月 同社 代表取締役 専務取締役  

平成 15 年 ４月 同社 代表取締役社長  

平成 20 年 ４月 同社 取締役会長  ＜現在に至る＞ 

平成 21 年 ３月 サッポロホールディングス（株） 

社外取締役 

＜現在に至る＞ 

 

 

勝俣宣夫氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に規定される社外取締役候補者であり、

本定時株主総会で選任され、就任する予定です。なお、同氏と当社との間に特別の利害関係は

ありません。 

 

 

４．若杉 敬明（わかすぎ たかあき）(昭和 18 年３月 11 日生) 

   東京経済大学経営学部教授 

 

[略歴] 

昭和 47 年 １月 横浜市立大学商学部助教授  

昭和 49 年 ４月 東北大学経済学部助教授  

昭和 60 年 ６月 東京大学経済学部教授  

平成 15 年 ４月 日本コーポレート・ガバナンス研究所 

理事長・所長 

＜現在に至る＞ 

 

平成 16 年 ４月 東京経済大学経営学部教授 ＜現在に至る＞ 

平成 16 年 ６月 東京大学名誉教授  

平成 17 年 ６月 （株）リコー 社外取締役 ＜現在に至る＞ 

平成 18 年 ６月 ジェイ エフ イーホールディングス（株） 

社外監査役 

＜現在に至る＞ 

平成 19 年 ６月 （株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

社外監査役 

＜現在に至る＞ 

 

若杉敬明氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 
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５．中村 直人（なかむら なおと）（昭和 35 年１月 25 日生） 

   中村・角田・松本法律事務所パートナー 

 

[略歴] 

昭和 57 年 10 月 司法試験合格  

昭和 60 年 ４月 司法研修所卒業 第二東京弁護士会登録  

昭和 60 年 ４月 森綜合法律事務所所属  

平成 10 年 ４月 日比谷パーク法律事務所開設、パートナー  

平成 15 年 ２月 中村直人法律事務所（現中村・角田・ 

松本法律事務所）開設、パートナー 

＜現在に至る＞ 

 

平成 15 年 ３月 アサヒビール（株）社外監査役 ＜現在に至る＞ 

平成 18 年 ６月 三井物産（株）社外監査役 ＜現在に至る＞ 

 

中村直人氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 

 

６．北川 哲雄（きたがわ てつお）(昭和 25 年５月９日生) 

  青山学院大学大学院 国際マネジメント研究科教授 

 

[略歴] 

昭和 52 年 ４月 日本アイビーエム（株）入社  

昭和 56 年 ４月 （株）野村総合研究所主任研究員 

（セルサイド・アナリスト） 

 

平成元年 ６月 モルガン信託銀行（株） 

投資調査部ヴァイスプレジデント 

（バイサイド・アナリスト） 

 

平成 10 年 11 月 社）日本証券アナリスト協会 

試験委員会委員 

＜現在に至る＞ 

 

平成 12 年 10 月 明治ドレスナー・アセットマネジメント（株）

常務執行役員（調査部長） 

 

平成 17 年 ９月 青山学院大学大学院 

国際マネジメント研究科教授 

＜現在に至る＞ 

 

北川哲雄氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 

 

以 上 
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別紙４ 

 

当社株式の保有状況の概要 

 

平成 21 年３月 31 日現在の当社の大株主の状況は以下のとおりです。 

当社への出資状況 

順位 株主名 持株数 

（株） 

出資比率

（％） 

１ 第一生命保険相互会社 22,697,000 8.44

２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 18,003,000 6.70

３ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 14,773,900 5.49

４ 日本生命保険相互会社 14,284,615 5.31

５ 横河電機株式会社 11,037,684 4.10

６ 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（信託口４G） 
10,047,500 3.74

７ 
オーエム０４ エスエスビー クライアント 

オムニバス 
8,697,259 3.23

８ 横河電機持株会 6,998,950 2.60

９ 

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 

みずほコーポレート銀行口 再信託受託者 

資産管理サービス信託株式会社 

6,643,990 2.47

10 東京海上日動火災保険株式会社 4,694,936 1.74

11 

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 

みずほ銀行口 再信託受託者 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

4,617,010 1.71

 
 

以 上 


